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1. はじめに 

学生が能動的に参加する授業を実現するため、スマ

ートフォンやタブレット端末（以下、スマートデバイ

ス）と無料オンラインクリッカーサービスを利用して

複数の大学で参加型授業を実践した。学生はスマート

デバイスから「文字発言」することで授業への参加意

識が高まり、教員は各学生の発言を「見て」理解状況

をリアルタイムに把握することができた。 

名城大学での実践では、授業開始時の発言内容（前

回までの授業への感想）と授業終了時の発言内容（今

回授業への感想）の変容から、「文字発言」を促した参

加型授業によって授業に対する姿勢が肯定的になるこ

とが確認された。大正大学での実践では、授業中の発

言内容の分析から、授業中に学生同士が文字で対話す

る「サイド発話(1)」が自然発生し授業内容の理解が深ま

ることもわかった(2)。これらの実践から、授業中の「文

字発言」を促す方式の参加型授業の有用性を報告する。 

 

2. 無料オンラインクリッカーサービス 

参加型授業支援ツールは、無料のオンラインクリッ

カーサービス「Clica（クリカ）」を利用した(3)。Clicaは、

学生の理解度や反応をリアルタイムにグラフ表示して

「文字発言」も共有できる参加型授業、双方向授業に

利用可能な無料サービスである。スマートデバイスを

使って授業中にアンケートや「文字発言」が可能で、

小学校から大学、社会人教育まで教育関係者は無料で

利用できるオンラインサービスである（図1，図2）。 

 

 
図1 教室内全体像 

 
図2 学生画面 

 

3. スマートフォン普及率 

授業中にオンラインサービスを使用するには学生が

一人一台のスマートデバイスを保有している必要があ

る。今回の実践では、基本的に学生個人のスマートフ

ォンを使用（一部、コンピュータ演習室で実施）した

が、他の大学でも学生個人のスマートフォンが使用で

きることを確認するため、現在のスマートフォン普及

率を把握しておく。 

結論から申し上げると、間もなく生徒・学生におい

ては100%に近い普及率となる傾向にあり、また一部の

高校・大学では入学時にノートパソコンやタブレット

端末の購入を義務付けている学校もあることなどから、

スマートデバイスを持たない（もしくは使いたくない）

学生のために数台から10台程度の貸出し用スマートデ

バイスがあれば一人一台の環境を整えることが可能で

ある。 

株式会社マイナビが2015年卒業予定の大学生・大学

院生を対象に実施した「大学生のライフスタイルに関

するアンケート調査」によると、93.1%の学生がスマー

トフォンを保有している(4)。一方、内閣府が 10 歳から

17歳までの青少年を対象に実施した「平成25年度 青

少年のインターネット利用環境実態調査」によると、

高校生の82.8%がスマートフォンを保有している(5)。同

じく内閣府が外国人・学生・施設等入居世帯を除く全

国の世帯を対象に実施した「消費動向調査」によると、

全世帯のスマートフォン普及率は54.7%であった(6)。こ

れらの調査結果から、現在の高校生が大学生になるこ

ろには 100%に近い保有状況となることが予測される。 



4. 名城大学での実践 

4.1 授業概要 

名城大学では、「薬局方試験法」（必修科目：2年次後

期開講）で参加型授業を実践した。AB クラス 120 名、

CDクラス 114名を対象とした。5回目の授業から普通

教室で学生個人のスマートフォンを用いてClicaの活用

が始まった。普通教室でのインターネット接続は、学

生個人の回線または学内 Wifi を学生が任意に選択して

いる。その後、数回の授業で Clica を活用した後、13

回目（2014 年 1 月 7 日）の授業はコンピュータ演習室

で理解度確認テストを行った（図 3）。この授業では主

に 5 肢選択式理解度確認テスト（正答は 1 つ）とその

解説を行い、正答あるいは誤答を選択した学生にその

選択理由を「文字発言」させるなどして双方向性の高

い授業を展開した（図4，図5）。 

 

 
図3 コンピュータ演習室での授業 

 

 
図4 5肢選択画面（学生） 

 

 
図5 「文字発言」画面（学生） 

 

4.2 授業に対する姿勢の確認 

13 回目の授業では、授業開始時に前回までの授業へ

の感想を、授業終了時に今回の授業への感想をそれぞ

れ「文字発言」させることで授業に対する姿勢を学生

に表明させた。これらの発言内容をポジティブとネガ

ティブに分類し、その後行われた期末試験の成績と各

学生の発言の関係を確認すると共に、開始時と終了時

の発言内容の変化を見ることで授業スタイルを講義型

から参加型に変更したことによる授業姿勢の変容を分

析した。 

 

4.3 発言の分類と変容に対する配点 

学生の各発言をポジティブ、ネガティブ、無反応の3

つに分類した。ポジティブ発言とは「みんなの意見が

すぐ見れるのがよかった、どんな点をべんきょうすれ

ばいいのかわかりました」などの発言とし、ネガティ

ブ発言とは「授業の大切なポイントが不明瞭、覚える

内容をもっと明確にして下さい」などの発言とした。

無反応とは、教員が発言を促しても発言しなかったも

のとした。また、開始時にネガティブな発言だった学

生が終了時はポジティブな発言をするなどの変化を得

点化し授業前後の変容を捉えることとした（表 1）。配

点がプラスの群を肯定変容群、0の群を無変化群、マイ

ナスの群を否定変容群とする。 

 

表1 発言変化の配点一覧 

 
 

4.4 期末試験成績と発言内容の関係 

前項表 1 に記したように「発言変化」は「授業前後

の変容」に細分化される。各層の人数とその期末試験

成績の平均点を表 2 にまとめた。開始時・終了時とも

にネガティブ的な発言が認められた層は、成績平均点

が最も低く44.9点であった。一方、成績平均点が最も

高い層は、開始時に無反応で終了時ネガティブ発言を

した層であり68.5点であった。前者は基礎学力に問題

があり意欲が持てない層、後者は学力が十分でありよ

り高度で発展的な能動型学習を期待していることから

もの足りなさを感じておりネガティブ発言につながっ

ている可能性を示唆していると考えられる。 

各層毎の期末試験平均点は図6のとおりである。 

 

表2 発言の変容と成績一覧

 
 



 
図6 各層毎の期末試験平均点 

 

4.5 参加型授業と授業姿勢変容の関係 

授業開始時と終了時の発言人数と配点から発言の変

化を得点化し肯定変容群、否定変容群、無変化群に分

類した。肯定変容群は 102 名 141 点となり否定変容群

は15名-15点、無変化群は116名0点であった（表3）。 

 

表3 変容群と点数一覧 

 
 

 肯定的に変容した群をプラスの変化、否定的に変容

した群をマイナスの変化として分類すると図 7 のよう

になり、肯定的に変容した得点が著しく高いことが分

かる。このことから、参加型授業によって学生の授業

に対する姿勢が肯定的になると考える。 

 

 
図7 肯定・否定変容点数グラフ 

 

 Clica を活用した参加型授業のその他の効果として、

「教員と学生間の双方向性のみならず、学生間の双方

向性による学びも共有できている(7)」ことも確認された。 

 

5. 大正大学での実践 

5.1 授業概要 

大正大学では、「キャリア育成特設講座C」で2年次

40名を対象とした参加型授業を実践した。2回目（2013

年 4月 24日）と 3回目（20103年 5月 8日）の 2回の

授業でClicaが活用された。授業は普通教室で学生個人

のスマートフォンを用いて行われた（図 8）。インター

ネット接続は、学生個人の回線を使用し学内 Wifi は使

用していない。この授業では、一定の「文字発言」時

間を設けて発言を促す場面と講義中に疑問などを自由

に「文字発言」させる場面があり文字による活発な発

言が繰り返されたため、ここでは「サイド発話」に着

目した。 

 

 
図8 学生個人のスマートフォン 

 

5.2 発言数 

2回目の授業では総発言数は128件あり3回目の授業

では354件であった。3回目の授業で発言数が多いのは

教員が特に発言を促したためである（表 4）。3 回目の

授業では平均発言数は約9件、最多発言者は43件の発

言をしていた。また、発言件数別の人数を見ると 1 件

が 9 名と最も多く、10 件程度までの学生が 1 名から 4

名となっている一方、20 件以上の学生も複数いるなど

学生によって発言数にばらつきはあるが発言 0 件の学

生はなかった（図9）。 

 

表4 履修者数と発言数 

 
 

 
図9 発言件数と人数 

 

5.3 「サイド発話」とは 

文野（2004）は、授業過程に意味のある私的なやり

取りを「サイド発話」と呼び、授業と直接関係のない

話題で行う「私語」と区別している。「サイド発話」は

授業の妨害行為ではなく学習者や授業の流れに意味の

ある活動であるだけでなく、学習支援機能も果たすな



ど、授業の進行を側面から支えるものと定義している。 

 

5.4 「サイド発話」の発生 

3回目の授業での「文字発言」を分析したところ、90

分の授業中に 3 例の「サイド発話」が発生したことが

分かった。この内、教員が新聞購読を話題にした後に

学生間で「文字発言」によるやりとりが行われたもの

を以下に示す。 

学生Aが「今日日経新聞買っちゃった…。（14:16:35）」

と発言したところ、学生 B が「お金がもったいない

（14:17:16）」と応答した。この発言を見た学生Cは「日

経は面白い新聞だよ。（14:18:36）」と反論し、続いて学

生 D が「なにが？面白いの？（14:19:44）」と興味を示

した。ここまでのやり取りを見ていた初めに発言した

学生Aは学生Cの発言に対し「そう思う！（14:19:47）」

と同意を示し、学生Cは学生Dの発言に対し「工夫の

具合（14:20:24）」が面白いのだと説明を加えた（図10）。 

このような「サイド発話」が活発に行われたことに

よって、各話題に対する一定の理解が深まったと考え

られる。 

 

 
図10 実際の「サイド発話」 

 

5.5 参加意識の向上と理解の深まり 

3 回目の授業の最後に参加型授業に対する感想につ

いて「文字発言」を促したところ22件の発言が得られ

た。「皆の前で発言が恥ずかしい人にとっては気軽に発

言できていいと思います！」や「気軽に発言できてよ

かったです！授業に参加してる気になりました。」、「当

てられて発言するより、発言しやすいです。」、「たくさ

んの人の本音が聞けて面白かったです。こういう授業

にはかなり向いてますね。」といった発言のしやすさや

参加意識の高まりだけでなく、「色んな人の意見が聞け

て面白かった。」といった発言もあり、他者の「文字発

言」もよく見ていることが分かった。一部には、「(*^

▽^*)」や「(๑ˆωˆ๑)」といった絵文字での発言もあり口

頭での意思表示にはない表現方法も活用されていた。 

全ての発言が肯定的で「文字発言」という発言方法

に対する親和性が伺えることから、「文字発言」を促す

参加型授業によって学生の参加意識も向上すると考え

られる。 

「サイド発話」の発生や参加意識の高い発言だけで

なく、他者の発言を引用する例も多数見られたことか

ら、参加型授業で用いる「文字発言」には一方的な学

生のつぶやきではなく、他者の発言を「見て」学生同

士で学び合う効果も伺うことができた。 

このように、「文字発言」を促す方式の参加型授業に

は、授業内容の理解や参加意識の向上に一定の効果が

あることが分かった。 

 

6. まとめ 

 名城大学では、「文字発言」を促した参加型授業によ

って、授業に対する姿勢が肯定的に変容することが確

認された。その他、教員と学生間の双方向性だけでな

く、学生間の双方向性による学びの共有も確認された。 

 大正大学では、授業中の「サイド発話」によって授

業内容の理解が深まると共に授業への参加意識の向上

に一定の効果があることが分かった。 

 これらのことから、授業中に「文字発言」を促す方

式の参加型授業は有用性が高いと考えられる。 

 

7. 今後の課題 

 参加型授業、特に学生に考えさせ「文字発言」させ

る授業は、通常の講義に比べ教員からの授業中の情報

伝達量が減ることになる。また、授業スタイルも教員

による講義中心から学生の思考や「文字発言」中心に

変更する必要がある。授業スタイルの変更を要するこ

とはさることながら、情報伝達量の縮減は避けること

ができない。そのため一定の情報伝達量を確保するた

めに反転学習や授業外学習時間の確保などの手法を採

用する必要があり、授業内だけでなく授業外の活動も

大いに考慮した全体的な授業設計の見直しを迫られる

点が今後の課題である。 

 今後は、他の大学や教育機関での参加型授業も研究

しながら、適切な運営方法や授業設計を考案する予定

である。 
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